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Ⅰ．はじめに 

 

地震調査研究推進本部（以下、「地震本部」という。）は、地震防災対策特別措置

法第７条第２項第３号に基づき、地震に関する総合的な調査観測計画を策定するこ

ととしており、平成９年８月、「地震に関する基盤的調査観測計画」（以下、「基盤計

画」という。）を策定し、基準を明確にした上で、基盤的調査観測の対象となる断層

帯（以下、「主要活断層帯」という。）を選定した。さらに、平成 17 年８月、「今後

の重点的調査観測について（－活断層で発生する地震及び海溝型地震を対象とした

重点的調査観測、活断層の今後の基盤的調査観測の進め方－）」（以下、「重点的調査

観測計画」という。）を策定し、重点的調査観測の対象となる候補、活断層の追加・

補完調査対象を提示した。 

 

一方、近年、沿岸海域を震源とする被害地震が多発しているが、当該地域の活断

層を対象とした評価は殆ど行われていなかった。また、近年の被害地震等の調査研

究結果からは、短い活断層や地表に現れていない活断層においても、想定される以上の

大規模な地震が発生する可能性が指摘されている。加えて、活断層のごく近傍では、強

震動のほかに断層のずれによる被害が生じることが考えられる。このため、活断層

の詳細な位置・形状の把握が必要であるが、現行の評価で示している活断層の位置

の精度は必ずしも十分ではない。 

 

地震本部では、地震調査研究を取り巻く状況の変化や地震調査研究の進展を踏ま

えた新たな方針を示す「新たな地震調査研究の推進について－地震に関する観測、

測量、調査及び研究の推進についての総合的かつ基本的な施策－」（以下、「新総合

基本施策」という。）を平成 21 年４月に決定した。この中では、上記のような活断

層に関する課題を受けて、当面 10 年間に取り組むべき地震調査研究に関する基本目

標として、 

○発生確率が高いあるいは発生した際に社会的影響が大きい活断層等が分布する

地域を対象とした評価の高度化 

○沿岸海域の活断層及びひずみ集中帯を中心とした未調査活断層の評価の高度化 

○短い活断層や地表に現れていない断層で発生する地震の評価の高度化 

○上記の基本目標の実現による「全国を概観した地震動予測地図」の高度化及び

活断層の詳細位置図に各種調査・評価結果を記した「活断層基本図（仮称）」の

作成 

が掲げられている。 

 

また、新たな活断層の長期評価として、全国をいくつかの地域単位に分け、主要活

断層帯のほか、短い活断層も含めて、各地域内の活断層で発生する地震の長期評価

を行う「地域評価」を進めているが、沿岸海域の活断層や短い活断層、地表に現れ

ていないものの地震を発生させる可能性のある活断層について、活断層の位置・形

状や活動履歴等に関する情報が十分ではない場合がありるため、地震の規模や地震
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発生確率の精度向上などの長期評価の高度化に向けて調査に取り組む必要がある。 

   

本計画は、新総合基本施策に掲げられた基本目標実現のために新たに必要とされ

る活断層調査に関する基本方針や実施方法等について、取りまとめたものである。

今後は、地震本部がこれまでに策定した計画及び本計画に基づき、活断層調査を推

進していくこととする。 

 

 

 

Ⅱ．沿岸海域の活断層について 

Ⅱ－１．沿岸海域活断層調査の基本方針 

新総合基本施策においては、当面 10 年間に取り組むべき地震調査研究に関する

基本目標の柱として、「活断層等に関連する調査研究による情報の体系的収集・整

備及び評価の高度化」を掲げている。この中では、この 10 年間に発生した被害地

震の多くは、沿岸海域に分布する活断層及びひずみ集中帯で発生していることか

ら、今後はこれらの地域の活断層を対象とした調査を実施し、発生し得る地震の

規模と地震発生の可能性を評価していく必要がある、としており、沿岸海域の活

断層調査は急務である。 

とりわけ、陸域の主要活断層帯の海域延長部に相当する活断層については、陸

域部分を含め全体が同時に活動した場合、現在想定されている規模を超える地震

が発生する可能性があるため、活断層の活動履歴や位置・形状を明らかにするた

めの調査を早急に実施することとする。 

また、沿岸海域では、陸域と比較して、活断層の分布が十分に明らかになって

いない。したがって、既存調査の結果を収集・整備することにより沿岸海域の活

断層の分布状況を把握した上で、陸域に被害を与える可能性のある沿岸海域の活

断層を、新たに沿岸海域の主要活断層帯として選定しすることに加えて、それ以

外でも、活断層の長期評価を進めていく上で調査が必要な活断層として選定し、

活断層の活動履歴や位置・形状を明らかにするための調査を実施することとする。 

 

Ⅱ－２．沿岸海域活断層調査の対象とする断層について 

１．調査対象となる活断層の選定基準 

沿岸海域活断層調査の基本方針に基づき、調査対象として主要活断層帯の海域

延長部を選定することとする（表１）。 

また、沿岸から 30 km の距離に分布する全長 20km の活断層が活動した場合、陸

域での震度が６弱以上となり、陸域に被害を与える可能性がある。しかし、海域

では、主要活断層帯の海域延長部以外の活断層については、現在活断層の分布を

網羅的に認定した資料が存在しない。このため、今後３年程度の間に、既存調査

の結果を収集・整備することにより、活断層の分布状況を把握した上で、基盤計

画における主要活断層帯の選定基準や陸域への被害を考慮し、以下の基準を全て

満たす活断層を沿岸海域の主要活断層帯として追加で選定することとする。 

・既存の調査資料により、全長が 20km 以上に及ぶ活断層帯（群）を形成するこ
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とが判明しているもの、もしくはその可能性が高いもの。 

・陸域から 30km 以内の沿岸海域にその全部もしくは一部が分布するもの。 

・海溝型地震に伴う派生的な海底の断層ではないもの。 

  それ以外の活断層についても、既存調査の結果により沿岸海域の主要活断層帯

の基準を満たす可能性があるもののうち、活断層の長期評価を進めていく上で調

査が必要な活断層を追加で選定することとする。 

 

なお、海域は基本的に堆積環境にあるが、海底堆積物の分布状況により必ずし

も活動履歴に関する情報が得られるとは限らない。したがって、調査対象の選定

にあたっては、活動履歴に関する情報の取得可能性を考慮する必要がある。 

 

２．沿岸海域活断層の調査の優先度 

陸域に被害を与える可能性の大きさや、調査に要する費用と期待される効果の

観点から、調査の優先度は以下の通りとする。 

なお、調査の効率化の観点から、既存の成果を整理・活用した上で必要な調査

を実施することとする。また、国の機関により活断層の長さ等に関する評価が実

施されている場合は、原則としてその評価結果を尊重することとし、必要に応じ

て活動履歴を明らかにすることを目的とした調査を実施する。 

１）主要活断層帯の海域延長部に相当する活断層のうち、陸域部の活動履歴や

海域部の長さが明らかになっていない活断層 

２）主要活断層帯の海域延長部に相当する活断層のうち、陸域部の活動履歴は

求められているが海域部の長さが明らかになっていない活断層 

３）沿岸海域の主要活断層帯のうち、位置・形状は明らかになっているが、活

動履歴が明らかになっていない活断層 

４）沿岸海域の主要活断層帯のうち、その存在が把握されているが、形状や活

動履歴が明らかになっていない活断層 

５）上記以外で、活断層の長期評価を進めていく上で調査が必要な沿岸海域の

活断層のうち、長さや活動履歴が明らかになっていない活断層 

 

 ３．沿岸海域活断層の調査に求められる観点 

それぞれの活断層では、以下の観点を踏まえて調査を実施することが必要であ

る。 

１）主要活断層帯の海域延長部に相当する活断層のうち、陸域部の活動履歴や

海域部の長さが明らかになっていない活断層 

これらの活断層では、想定される地震の規模及び長期的な地震の発生確

率が求められていない。このため、海域延長部において活断層の正確な位

置や形状を明らかにするための海底地形調査や海底音波探査、活動履歴を

明らかにするための海底堆積物調査を実施する必要がある。 

２）主要活断層帯の海域延長部に相当する活断層のうち、陸域部の活動履歴は

求められているが海域部の長さが明らかになっていない活断層 

これらの活断層では、全体が同時に活動した場合の長期的な地震の発生



 4

確率は求められているが、海域部の長さが明らかになっていないため、現

在想定されている規模を越える地震が発生する可能性がある。このため、

海域延長部において活断層の正確な位置・形状を明らかにするための海底

地形調査や海底音波探査を実施する必要がある。また、陸域で得られた過

去の活動に関する評価の信頼性が低い場合には、評価の信頼性をより高め

るため、必要に応じて、活動履歴を明らかにするための海底堆積物調査を

実施することが望ましい。 

３）沿岸海域の主要活断層帯のうち、位置・形状は明らかになっているが、活

動履歴が明らかになっていない活断層 

これらの活断層では、長期的な地震の発生確率が求められていない。こ

のため、活動履歴を明らかにするための海底堆積物調査を実施する必要が

ある。 

４）沿岸海域の主要活断層帯のうち、その存在が把握されているが、形状や活

動履歴が明らかになっていない活断層 

沿岸海域には、反射法探査等により存在が把握されているが、長さや活

動履歴等に関する情報が十分得られていない活断層がある。 

これらの活断層では、想定される地震の規模及び長期的な地震の発生確

率が求められていない。このため、活断層の正確な位置や形状を明らかに

するための海底地形調査や海底音波探査、活動履歴を明らかにするための

海底堆積物調査を実施する必要がある。 

５）上記以外で、活断層の長期評価を進めていく上で調査が必要な沿岸海域の

活断層のうち、長さや活動履歴が明らかになっていない活断層 

   陸域に被害を与える可能性がある沿岸海域の活断層で、既存の調査結果

により存在が推定されているが、長さや活動履歴等に関する情報が十分に

得られていない活断層がある。 

このため、活断層の正確な位置や形状を明らかにするための海底地形調

査や海底音波探査、活動履歴を明らかにするための海底堆積物調査を実施

する必要がある。 

 

Ⅱ－３．具体的な調査観測項目 

沿岸海域活断層調査において、実施すべき主な調査観測項目は以下の通りとす

る。 

１）海底地形調査 

海底における断層の詳細な位置・形状を把握することを目的に、音波測深

等に基づく高精度・高解像度の海底地形調査を実施する。 

作成された詳細海底地形図から、海底の変位を連続的に追跡し、海底で認

められる断層の詳細な位置や長さを計測する。 

２）海底音波探査 

海底下の活断層の活動度や形態を把握することを目的に、海底音波探査を

実施する。 

海底下に分布する地層の堆積状況を明らかにし、地層が断層運動により変
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位・変形する様子を詳細に観察することができるよう、高分解能の海底音波

探査を実施する。また、地下深部の断層面の形状を把握するため、必要に応

じて反射法地震探査を実施する。 

３）海底堆積物調査 

活動度（活断層か否かの判断を含む）や活動履歴を把握することを目的に、

海底の堆積物を採取する。 

海底音波探査により断層の正確な位置や堆積物の状況を確認した上で、ボ

ーリングやコアリング等により堆積物を採取して年代測定を実施し、海底音

波探査によって観察された、断層運動によってずれや変形が生じている地層

や断層運動の影響を受けていない地層の堆積年代を推定し、海域の活断層の

活動した年代や平均変位速度を明らかにする。 

 

なお、堆積環境が安定しない海陸境界部では、断層の連続性を追跡する上で、

地下構造の情報が有用である。このため、海底音波探査や海底堆積物調査では評

価を実施するために十分なデータが得られないおそれがある場合には、地球物理

学的手法による地下深部の構造の調査や、陸域における地形・地質調査を実施す

ることも検討する。 

 

 

 

Ⅲ．陸域の活断層について 

Ⅲ－１．陸域活断層調査の基本方針 

地震本部では、基盤計画に基づいて主要活断層帯を選定し、発生し得る地震の

評価を実施してきた。また、基盤的調査観測に加え、相対的に強い揺れに見舞わ

れる可能性が高いと判断された地域の特定の地震を対象とした重点的調査観測体

制の整備を行うべきとの考えに基づき、重点的調査観測計画を策定し、重点的調

査観測の対象候補の活断層及び追加・補完調査の対象となる活断層を示した。 

新総合基本施策では、活断層に関連する施策の基本目標として、発生確率が高

いあるいは発生した際に社会的影響が大きい活断層等が分布する地域を対象とし

た評価の高度化を掲げている。また、基盤計画において調査対象に位置づけられ

ていない短い活断層や地表に現れていない断層についても評価を高度化する必要

がある、としている。 

したがって、重点的調査観測の対象候補に、既に重点的調査観測計画で掲げて

いる活断層帯に加えて、現行の評価結果により大規模な地震が発生する可能性が

高いとされ、かつ地震が発生した際の社会的影響が大きく、今後 10 年程度の期間

で重点的な調査観測が必要となる活断層帯を新たに追加する。 

短い活断層については、活断層である可能性が高いとされている断層を対象に、

詳細な位置・形状、活動履歴に関する情報を得るための調査を実施し、地表に現

れていない断層については、当面は主要活断層帯の端部やその延長上において、

活断層の有無を確認するための調査を実施する。その上で、活動履歴や地下の震

源断層の位置・形状を明らかにするための調査の実施について検討する必要があ
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る。 

 

Ⅲ－２．重点的調査観測の対象候補の追加 

１．候補となる活断層帯の選定基準 

人口が集中する地域に存在する活断層で地震が発生した場合、社会経済活動に

与える被害は甚大となることが予想される。特に、地震後経過率(注１)が 1.0 を超

えている場合、最新活動時期からの経過時間が平均活動間隔を上回っており、い

つ地震が発生してもおかしくない状態にあると考えられる。このため、以下の基

準を全て満たす活断層帯を重点的調査観測の対象候補に追加することとする。 

・地震後経過率の最大値が 1.0 を超えていること 

・断層が通過する市町村の総人口が概ね 50 万人を超える等、地震が発生した際

の社会的影響が大きいこと 

 

具体的には、奈良盆地東縁断層帯、上町断層帯、立川断層帯、警固断層帯（南

東部）、屏風山・恵那山断層帯及び猿投山断層帯（恵那山－猿投山北断層帯）、森

本・富樫断層帯、別府－万年山断層帯（大分平野－湯布院断層帯／東部）が挙げ

られる（表２）。 

 

２．重点的調査観測に求められる観点 

重点的調査観測計画では、活断層で発生する地震を対象とした重点的調査観測

の目的を達成するため、次の観点を踏まえた取組を進めることが重要であるとし

ている。 

１）地震規模の予測手法の高度化 

２）断層周辺における地殻活動の現状把握の高度化 

３）地震発生時期の予測手法の高度化 

４）強震動予測手法の高度化 

 

今後の重点的調査観測においても、これらの観点を踏まえることが必要である。

また、平成 20 年 6 月に地震本部地震調査委員会長期評価部会活断層評価手法等検

討分科会でまとめられた「今後の活断層調査に必要とされる調査観測について」

では、評価の高度化の観点から、地表の活断層の詳細な位置・形状の把握、震源

断層の位置・形状の把握や、同時に活動すると考えられる区間ごとの活動履歴の

的確な絞り込みも必要としており、この点についても留意することが適当である。 

 

Ⅲ－３．短い活断層や地表に現れていない活断層について 

この 10 年間で発生した被害地震等の調査研究結果からは、短い活断層や地表に

現れていない活断層でも、被害を伴う地震が発生する可能性が指摘されている。

このため、短い活断層において発生する地震についても、その位置や規模、過去

の断層活動を適切に評価するための調査を実施する必要がある。また、主要活断

層帯等既知の構造の延長では、地表にほとんど変形が現れていないものの、活断

層が存在する可能性があり、調査を実施する必要がある。したがって、今後は、
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以下の調査を実施していくこととする。 

１）短い活断層のうち「新編日本の活断層」（活断層研究会編、1991）等の既存

の資料に示されている確実度Ⅰもしくは確実度Ⅱ(注２)相当の活断層を対象と

して、主として既存の地質構造、重力異常分布等の地球物理学的データを活

用しつつ、縮尺２万分の 1 から１万分の１程度の大縮尺の空中写真を利用し

た、変動地形調査を実施する。さらに、変動地形調査を踏まえ、活断層の長

期評価を進めていく上で調査が必要な活断層を対象として、地下の震源断層

の形状や活動履歴に関する調査を実施する。 

２）短い活断層のうち確実度Ⅲ(注２)相当及び地表に現れていない活断層を対象

として、主要断層帯の端部やその延長において、主として既存の地質構造、

重力異常分布等の地球物理学的データを活用し、地下の震源断層の有無を検

討するとともに、検討結果を踏まえて縮尺２万分の1から１万分の１程度の大

縮尺の空中写真を利用して、変動地形調査を実施する。さらに、変動地形調

査を踏まえ、活断層の長期評価を進めていく上で調査が必要な断層を対象と

して、地下の震源断層の形状や活動履歴に関する調査を実施する。 

なお、主要活断層帯の端部等以外でも、大都市等の沖積層が厚く堆積して

いる平野部では、地表に現れていない活断層が存在する可能性があるため、

上記の調査で得られた知見等を踏まえた上で、地下の震源断層の有無を効率

的に調査する手法等を検討する必要がある。 

 

１）、２）については、将来的には、活断層の長期評価を進めていく上で調査が

必要な活断層を対象として、活動履歴の調査を実施するとともに、地下の震源断

層の位置・形状を明らかにするため、地質構造調査等の実施について検討する必

要がある。 

 

 

 

Ⅳ．活断層基本図（仮称） 

Ⅳ－１．活断層基本図（仮称）の基本方針 

地震本部は、平成７年の発足以来、100 あまりの活断層について、活断層の存

在位置を明らかにした上で、発生し得る地震の規模や確率に関する評価の公表を

行ってきた。そこでは、規模の大きな地震を引き起こす可能性がある活断層の存

在を示すことに主眼を置いてきた。このため、地震本部が活断層の長期評価を行

う際には、評価した活断層の位置・形状を縮尺 20 万分の 1 の地図に示してきた。 

一方、活断層で地震が発生した場合、強震動による被害だけでなく、活断層の

ごく近傍では断層のずれによる被害が生じる可能性も指摘されている。これらの

被害を軽減するためには、活断層の詳細な位置等に関する情報の提供により、国

や地方公共団体等の地震防災対策を促進するとともに、一般国民に活断層の存在

と自己との関係を容易に認識させ、防災意識の啓発を促すことが必要である。 

新総合基本施策では、「活断層の詳細位置図に各種調査及び評価結果を記した

『活断層基本図（仮称）』の作成」を基本目標として掲げており、地震本部として、
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活断層に関する情報を整理した上で、誰でも容易に使用できる形で提供すること

が必要である。この際、断層の位置・形状に関する信頼性を容易に判断し、その

情報を活用できるよう、断層の位置・形状を認定した根拠も同時に提供する必要

がある。 

したがって、我が国の陸域及び沿岸海域に分布する活断層について、位置・形

状等に関するデータベースを、関係機関との連携の下、今後 10 年程度で整備する。

最終的には、整備された情報を効率的に提供するための仕組みを構築することに

より、国や地方公共団体の防災対策や一般国民の防災意識の高揚、さらなる活断

層研究の発展に役立てることを目的とする。 

 

Ⅳ－２．データの整備方法 

活断層基本図（仮称）では、既存の資料により、確実度Ⅰもしくは確実度Ⅱ相

当とされている全ての陸域の活断層、及び確実度Ⅲ相当で長さが 20km 以上とされ

ている陸域の活断層、並びに沿岸海域に分布する活断層について、以下に示す方

法でデータを整備する。なお、複数の機関・大学において、関連する調査や情報

整備が進められているが、それら既存の資料を体系的に収集・精査し、活断層基

本図（仮称）と同等の情報が整備されている場合には、その活用を検討すること

により、調査の効率化を図ることが適当である。 

 １）活断層の位置を示した既存の資料により、確実度Ⅰもしくは確実度Ⅱ相当

とされている全ての陸域の活断層及び確実度Ⅲ相当で長さが 20km 以上とさ

れている陸域の活断層 

「新編日本の活断層」（活断層研究会編、1991）等の既存の資料に示されて

いる、全ての確実度Ⅰもしくは確実度Ⅱ相当の陸域の活断層については、主

として既存の地質構造、重力異常分布等の地球物理学的データを活用しつつ、

縮尺２万分の 1 から１万分の１程度の大縮尺の空中写真を利用して、変動地

形の総合的な調査を実施し、２万５千分の１地図に描画可能な精度で詳細な

位置・形状に関する情報を整備する。また、活断層が通過する位置を認定し

た根拠や、活断層が途切れる場所においてはその場所を認定した根拠等、活

断層の位置・形状の認定に関する説明も整備する。変位地形が不明瞭な場合

等、所定の精度で位置を示すことが困難な場合は、そのような情報も記載す

る。 

既存の資料で確実度Ⅲ相当で長さが 20km 以上とされている陸域の活断層

については、確実度Ⅰもしくは確実度Ⅱ相当の活断層に準じて変動地形の総

合的な調査を実施し、長さが 20km を超える可能性がある場合には、地表地質

調査等により、活断層であるか否かの確認を行う。 

主要活断層帯等、長期的な評価が実施された活断層においては、上述の詳

細な位置・形状に関する情報に加えて、断層の変位の向きや種類、変位速度、

平均活動間隔、1 回の変位量、過去の活動時期及び発生し得る地震の規模や

発生確率等の評価結果や主な調査地点等の情報を整備する。強震動に関する

評価が実施された活断層においては、想定された震源断層モデルや地震動分

布等の情報を整備する。 
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重点的調査観測においては、断層の活動区間の評価等の高度化のため、地

表の位置・形状を高精度に把握するとしていることから、調査により得られ

た情報を活断層基本図（仮称）に取り込むこととする。 

短い活断層や地表に現れていない活断層においては、発生する地震の位置

や規模の適切な評価のため、地表の位置・形状を把握するとしていることか

ら、調査により得られた情報を活断層基本図（仮称）に取り込むこととする。 

  ２）沿岸海域の活断層 

沿岸海域の活断層については、本計画の「Ⅱ．沿岸海域の活断層について」

に記載されているとおり、陸域に被害を与える可能性を考慮して調査対象を

選定し、活断層の正確な位置・形状や活動履歴を明らかにするとしている。

したがって、これらの活断層については、陸域の主要活断層帯と同様に、そ

の位置・形状に関する情報を整備するほか、発生し得る地震の評価や強震動

評価を実施した場合、これらの評価結果や主な調査地点等の情報を整備する。

なお、上記の選定の過程で把握した活断層の分布状況に関する情報について

も整備する。 

ただし、沿岸海域では、主として地震の揺れによる被害を想定すればよい

こと、陸域の活断層と同じ精度で位置・形状を調査することは困難であるこ

とを考慮し、20 万分の１地図に描画可能な精度の位置・形状の情報を整備す

る。 

 

Ⅳ－３．データの提供方法 

新総合基本施策では、活断層基本図（仮称）等の地震調査研究の成果情報を、

広く社会で活用されることを目指し、工学、社会科学研究のニーズを踏まえた上

で整理し、地図上等で分かり易く提供するとしている。 

活断層基本図（仮称）のデータは、（独）防災科学技術研究所で整備を行ってい

る地震等に関する災害リスク情報を発信、流通、活用していくためのシステム（災

害リスク情報プラットフォーム）を通じて提供する。その際、利用者の利便性を

向上させるため、自治体名や活断層名、活動履歴等による検索や、地図上での検

索が実施できるようにするとともに、他の地理空間情報との重ね合わせが可能な

形式でも提供し、活断層基本図（仮称）で整備された地理空間情報の利活用を推

進する。 

なお、平成 14 年８月に策定された「地震に関する基盤的調査観測等の結果の流

通・公開について」に基づき、活断層に関する調査・評価の結果等については（独）

産業技術総合研究所が、地震動予測地図については（独）防災科学技術研究所が、

それぞれデータの作成・流通・公開を進めている。また、活断層の位置情報につ

いては国土地理院が都市圏活断層図として整備・公開を行っている。現在、各デ

ータがそれぞれ独立して公開されていることから、今後は、関係機関が連携して、

活断層に関する情報を体系的に整備し、活断層基本図（仮称）のデータを含む活

断層に関する全ての情報を、相互に活用できる仕組みを構築することにより、利

用者の利便性を向上させることが重要である。 
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Ⅴ．今後に向けて 

 

 我が国には多数の活断層が分布していることから、その調査は切迫度や地震が発

生した場合の被害等を総合的に判断し、効率的に進めていかねばならない。また、

活断層の調査及び評価手法については、現行の手法に加え、より効率的な手法につ

いての様々な技術の芽を育て、地域ごとの、ひいては全国の活断層の網羅的な調査

及び評価を実施できる体制を構築していかねばならない。 

 

 なお、活断層基本図(仮称)による情報の整備等、今後の調査の進展に伴う新たな

知見の獲得や評価手法の高度化等により、基盤的調査観測としての活断層調査対象

を更に追加する、あるいは重点的調査観測の対象候補を見直すことが必要である。 

 

 

 

 

 

（注１）地震後経過率とは、地震発生後の経過時間が平均的な活動間隔にどれくらい近づ

いたのかを割合で示したもの。経過時間が平均活動間隔を超えると、値が１より大

きくなり、次の地震の発生が近いことを示す。また、この値が大きいほど地震が発

生する危険が高まっているといえる。 

 

（注２）活断層の確実度とは、活断層の存在の確かさをいい、「新編日本の活断層」（活断

層研究会編、1991）では、空中写真判読の結果等をもとに、以下の３つに区分して

いる。 

 

確実度Ⅰ：活断層であることが確実なもの。地形的特徴により、断層の位置、変位

の向きがともに明確であるものをいう。 

確実度Ⅱ：活断層であると推定されるもの。位置、変位の向きも推定できるが、確

実度Ｉと判定できる決定的な資料に欠けるもの。 

確実度Ⅲ：活断層の可能性はあるが、変位の向きが不明であったり、他の原因、た

とえば川や海の浸食による崖、あるいは断層に沿う浸食作用によってリ

ニアメントが形成された疑いが残るもの。 
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表１ 沿岸海域の活断層 

 

１）主要活断層帯の海域延長部に相当する活断層のうち、陸域部の活動履歴や海域

部の長さが明らかになっていない活断層 

標津断層帯 

十勝平野断層帯／光地園断層 

石狩低地東縁断層帯／南部 

鴨川低地断層帯 

三浦半島断層群／南部 

福井平野東縁断層帯／主部 

五日市断層帯 

菊川断層帯 

西山断層帯 

布田川・日奈久断層帯／中部・南西部 

雲仙断層群／北部 

雲仙断層群／南東部 

サロベツ断層帯 

布引山地東縁断層帯／東部 

 

２）主要活断層帯の海域延長部に相当する活断層のうち、陸域部の活動履歴は求め

られているが海域部の長さが明らかになっていない活断層 

黒松内低地断層帯  

函館平野西縁断層帯  

青森湾西岸断層帯 

長岡平野西縁断層帯  

神縄・国府津－松田断層帯 

富士川河口断層帯  

砺波平野断層帯・呉羽山断層帯／呉羽山断層帯 

柳ヶ瀬・関ヶ原断層帯／北部  

柳ヶ瀬・関ヶ原断層帯／浦底－柳ヶ瀬山断層帯 

野坂・集福寺断層帯／野坂断層帯  

三方・花折断層帯／三方断層帯 

山田断層帯／郷村断層帯 

岩国断層帯 

高田平野断層帯／直江津北方沖の断層 

 

３）沿岸海域の主要活断層帯のうち、位置・形状は明らかになっているが、活動履

歴が明らかになっていない活断層 

伊勢湾断層帯／主部・白子－野間断層 

大阪湾断層帯 
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表２ 重点的調査観測の対象候補とした活断層帯 

 

神縄・国府津－松田断層帯 

三浦半島断層群（主部／武山断層帯） 

糸魚川－静岡構造線断層帯 

富士川河口断層帯 

琵琶湖西岸断層帯 

中央構造線断層帯（金剛山地東縁－和泉山脈南縁） 

＊立川断層帯 

＊屏風山・恵那山断層帯及び猿投山断層帯（恵那山－猿投山北断層帯） 

＊森本・富樫断層帯 

＊奈良盆地東縁断層帯 

＊上町断層帯 

＊別府－万年山断層帯（大分平野－湯布院断層帯／東部） 

＊警固断層帯（南東部） 

 

（＊）新たに対象候補とした活断層帯 
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地震調査研究推進本部政策委員会 
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  金 田 義 行  独立行政法人海洋研究開発機構海洋工学センター海底地

震・津波ネットワーク開発部部長リーディングプロジェクト 

地震津波・防災研究プロジェクトプロジェクトリーダー 

  上垣内   修  気象庁地震火山部管理課長 
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鷺 谷   威   国立大学法人名古屋大学大学院環境学研究科教授 

  佐 藤 比呂志   国立大学法人東京大学地震研究所教授 

仙 石   新   海上保安庁海洋情報部技術・国際課長   

高 橋 浩 晃  国立大学法人北海道大学大学院理学研究院准教授 
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  堀   貞 喜   独立行政法人防災科学技術研究所地震研究部長 
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平成 20 年 11 月 ４日 第 47 回調査観測計画部会 
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